
（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計 1,936,130 1,936,130 348,290 0 0 880,950 658,320 48,570 0 0

本

体

分

1 R4 単 ○ ○

価格高騰低
所得世帯重
点支援事業
【低所得者
世帯給付
金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世

帯支援

660,480 660,480 2,160 658,320

①コロナ禍における電力・ガス・食料品等の価格高騰による家計へ
の影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯、家計急変世帯）
に対し、１世帯当たり3万円の給付金を支給するもの
②扶助費
③
　⑴　住民税非課税世帯
　　ア　扶助費　6億5,832万円（21,944世帯×3万円）
　⑵　家計急変世帯
　　ア　扶助費　216万円（72世帯×3万円）
④　令和５年度分の住民税均等割非課税世帯、令和５年の家計急
変世帯

－ － ○ － R5.7 R6.3 給付を希望する対象者への給付
率100％

HP、広報紙

低所得世帯は、コロナ
禍における燃油価格
高騰等による物価上昇
の影響が大きいことか
ら、給付金を支給する
もの。また、緊急対応
として、できる限り素早
く対応する必要がある
ため、現金給付とする
もの。

R5補正（地）

事

務

費

2 R4 単 ○ ○

価格高騰低
所得世帯重
点支援事業
（事務費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世

帯支援

48,610 48,610 40 48,570

①No.1で実施する、コロナ禍における電力・ガス・食料品等の価格
高騰による家計への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世
帯、家計急変世帯）に対する１世帯当たり3万円の給付金の支給に
必要な事務経費
②事務費（人件費、消耗品費、印刷費等）
③
　⑴　住民税非課税世帯
　　ア　人件費　16万円
　　イ　需用費　84万円　（消耗品60万円、印刷費24万円）
　　ウ　役務費　989万円（電話料1万円、郵送料743万円、手数料
245万円）
　　エ　使用料　13万円（コピー機使用料）
　　オ　委託料　3,755万円（システム改修377万円、給付金支給事
務3,378万円）
　　カ　合計　　4,857万円
　⑵　家計急変世帯
　　ア　需用費　1万円（消耗品費1万円）
　　イ　役務費　3万円（郵送料1万円、手数料2万円）
　　ウ　合計　4万円
④　令和５年度分の住民税均等割非課税世帯、令和５年の家計急
変世帯

－ － － － R5.7 R6.3 給付を希望する対象者への給付
率100％

HP、広報紙 R5補正（地）
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6

7 R4 単 ○ －

障がい者福
祉施設等価
格高騰対策
支援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

260 260 260 0

①コロナ禍における原油価格等の高騰に伴う光熱費等の増大によ
る影響を緩和するため、県が実施する障害福祉サービス事業所に
対する支援金の交付対象とならない事業所に対し、市が独自に支
援金を支給し、安定的なサービスの提供の継続を図るもの
②事業者への補助金
③県の支援事業に準じた交付額
　　・通所系事業所　1か所あたり90,000円
　　　＠90,000円×2事業所＝180,000円
　　・訪問系事業所　1か所あたり20,000円
　　　＠20,000円×4事業所＝80,000円
　　・計260,000円
④地域活動支援センター　2事業所
   移動支援事業所　4事業所

－ － － － R5.10 R6.3 対象となる事業所への給付率
100%

ＨＰ R5補正（地）

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 長野県 0263-34-3273 既配分額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

308,854 国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

303,964

-                                                                   

地方単独事業費 348,290 既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

665,642 小計　交付限度額①＋②＋③ 348,283                                                          

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

-                                                                   

地方公共団体名 松本市 zaisei@city.matsumoto.lg.jp
既配分額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
0 国のR4補正予算分（通常分）

交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）
4,890

都道府県・市町村コード（５桁） 20202

交付対象経費

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③） 348,290 既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

0 国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

39,429                                                           

国庫補助事業費 0 小計　⑤＋⑥ 665,642 国のR4予備費分(通常分)
交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）

担当者氏名 地方単独事業費 0 既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

43,682 国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

665,642                                                          

担当部局課名 国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④） 0
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
524,181

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤） 0 今回配分予定額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

-                                                                                                       国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

134,139                                                          

国庫補助事業費 0 今回配分予定額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

39,429                                                                                                国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

524,181                                                          

国庫補助事業費 0 今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

-                                                                                                       国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

43,682                                                           

地方単独事業費 0 今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

-                                                                                                       小計　交付限度額⑦＋⑧ 658,320                                                          

地方単独事業費 880,950 今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

134,139                                                                                              小計　交付限度額⑨＋⑩ 54,860                                                           

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 880,950 小計　⑤＋⑥ -                                                                                                       国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）

11,178                                                           

国庫補助事業費 0 今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

4,888                                                                                                  

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧） 658,320 配分予定額計
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

348,283                                                                                              

地方単独事業費 658,320 配分予定額計
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

-                                                                                                       

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 48,570 配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

-                                                                                                       

地方単独事業費 48,570 配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

665,642                                                                                              

小計　⑤＋⑥ 665,642                                                                                              

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

658,320                                                                                              

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

48,570                                                                                                

配分予定額計 1,720,815                                                                                            

移替先 総務省 交付限度額計 1,727,105                                                       

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

補

助

・

単

独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

交付金の区分

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

検査促進
枠の地方
負担分に
充当

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

Ｂ Ｃ Ｄ
Ｂ３

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

参考資料 予算区分

Ｂ４

低

所

得

者

世

帯

給

付

金

に

係

る

部

分

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通

常

交

付

金

重

点

交

付

金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費



8 R4 単 ○ － 高齢者福祉
入浴事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

2,580 2,580 2,580 0

①高齢者の健康増進と交流促進のため、昨年度まで、市内の普通
公衆浴場等の入浴料金400円のうち、70歳以上の利用者負担を
100円とし、残る300円を市で負担していたが、燃料費高騰の影響を
受けて入浴料金が4月1日に改定されたことに伴い、値上げ分が公
衆浴場の事業者負担となっているため、値上げ相当分を支援する
ことでコロナ禍における燃料価格高騰の影響を受ける事業者を支
援するもの
②扶助費　2,580千円
③＠40円×64,358回＝2,574,320円
　＠40円：440円（4月1日からの入浴料金）-400円（改定前）
　64,358回：本事業における年間の70歳以上の公衆浴場利用回数
見込み
④対象施設　市内普通公衆浴場8か所

－ － － － R5.4 R6.3
福祉入浴券交付者一人当たりの
利用枚数　対前年比0.5枚の増 ＨＰ R5補正（地）

9 R4 単 ○ －

高齢者福祉
施設等価格
高騰対策支
援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

640 640 640 0

①コロナ禍における原油価格等の高騰に伴う光熱費等の増大によ
る影響を緩和するため、県が実施する介護サービス事業所に対す
る支援金の交付対象とならない総合事業実施事業所に対し、市が
独自に支援金を支給し、安定的なサービスの提供の継続を図るも
の
②事業者への補助金
③県の支援事業に準じた交付額
　基準単価　90,000円＋加算額 3,000円×定員数
　通所型サービスA実施事業所　５事業所　計636,000円
　　　　　 90,000円＋3,000円×12人  １事業所
  　　　　 90,000円＋3,000円×15人　２事業所
　　　　   90,000円＋3,000円×10人　２事業所
　計636,000円≒640千円
④総合事業通所型サービスA事業所（委託分）

－ － － － R5.10 R6.3 対象となる事業所への給付率
100％

ＨＰ R5補正（地）

10 R4 単 ○ －

私立保育
園・幼稚園
等価格高騰
対策支援事

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

3,390 3,390 3,390 0

①コロナ禍において物価高騰が継続する中、私立の保育所等が安
定してサービスを提供できるよう、光熱費、給食材料費の価格高騰
分を補助するもの
②交付金
③基本分（光熱費）
　 ・電気料金、ガス料金の高騰価格分に対して定額補助
　　　  1～19人　　35,000円×22園＝  770,000円
　　　 20～80人　　60,000円×14園＝　840,000円
　　　 81～160人　110,000円×11園＝1,210,000円
　　　161人～　　 190,000円× 3園＝  570,000円
　・総額　3,390千円
④市内の50施設
　　保育園3園、幼稚園4園、認定こども園15園、
    地域型保育施設7園、認可外保育施設21園

－ － － － R5.4 R5.9 対象施設50園の支援事業実施 HP、広報誌など R5補正（地）

11 R4 単 ○ －
中小企業等
社会変革対
応支援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

71,890 71,890 71,890 0

①市内事業者によるデジタル化、省エネルギー化に資する設備・機
器等の導入を支援することで、効率化並びにＣＯ２排出量の削減を
図り、コロナ禍におけるエネルギー価格高騰等の影響を受ける中
小企業者を支援するもの
②補助金
③積算304件（申請件数）×23.65万円（平均補助見込額）
　※補助率　対象経費の3分の2以内、補助上限額30万円
④市内に本店等を有する中小企業基本法第２条に規定する中小企
業者

－ － － － R5.7 R6.2 補助を希望する申請者への交付
率100％

ＨＰ、商工会議所会報折込、報道
機関による周知（新聞、テレビ）

R5補正（地）

12 R4 単 ○ －
交通決済
キャッシュレ
ス化事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

11,820 11,820 11,820 0

松本市の公設民営路線バス「ぐるっとまつもとバス」及び市営バス
の利用を希望する方を対象に、1,000円分のプリペイドを1万人にプ
レゼントするキャンペーンを実施し、コロナ禍において、交通キャッ
シュレス決済及び公共交通の利用を促進することで、新型コロナウ
イルス感染症や燃料価格高騰、物価高騰の影響を受けたバス事業
者を支援するもの
②委託料、負担金
③委託料（事務委託、周知キャンペーン）：1,820千円
　負担金（プリペイド運賃収入分の負担金）：10,000千円
　　＠1,000円×10,000円＝10,000千円
④路線バス運行事業者
　※市営バス利用分については、臨時交付金の対象経費から除く。

－ － － － R5.11 R6.2 路線バスのキャッシュレス利用率
10％

HP、SNSの他、市広報特集号掲
載、また、商業施設でのキャンペー
ンイベントを実施予定

R5補正（地）

13 R4 単 ○ －

地域鉄道動
力費高騰対
策等経営支
援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

2,040 2,040 2,040 0

①市民を支える地域鉄道の運行を確保するため、新型コロナウイ
ルス感染症の影響や動力費高騰により厳しい経営環境にある地域
鉄道事業者の運行継続に要する経費を助成し、経営を支援するも
の
②運行を確保するために必要な令和5年4月～9月の運転用動力費
　（単価上昇分の1/2以内を県と協調して補助）
③　各月の使用電力量（見込含）×電力量単価（※）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※）実燃料費の1/2
　 4月分：544,500円（電力150,000（kWh）×3.63円/kWh）
　 5月分：336,700円（電力130,000（kWh）×2.59円/kWh）
　 6月分：336,700円（電力130,000（kWh）×2.59円/kWh）
　 7月分：284,900円（電力110,000（kWh）×2.59円/kWh）
　 8月分：336,700円（電力130,000（kWh）×2.59円/kWh）
　 9月分：195,000円（電力150,000（kWh）×1.30円/kWh）
    計2,034,500円≒2,040千円
④地域鉄道事業者

－ ○ － － R5.10 R6.3 対象となる事業者への交付率
100%

HP R5補正（地）

14 R4 単 ○ －

タクシー燃
料価格高騰
対策等運行
事業者等支
援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

10,860 10,860 10,860 0

①市民を支える地域鉄道の運行を確保するため、新型コロナウイ
ルス感染症の影響や燃料価格高騰により厳しい経営環境にあるタ
クシー事業者の運行継続に要する経費を助成し、経営を支援する
もの
②タクシー燃料価格高騰による事業者等への燃料費補助
③燃料費等に対し、１事業者30万円、1車両あたり3万円
　　5事業者×30万円+車両312台×3万円＝10,860千円
④タクシー事業者（個人タクシー含む）

－ － － － R5.10 R6.3
補助を希望するタクシー事業者
（個人タクシー含む）への交付率
100％

HP R5補正（地）

15 R4 単 ○ －
学校給食費
負担軽減事
業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

65,120 65,120 65,120 0

①　コロナ禍において、物価高騰の影響を受ける学校給食用食材
の価格高騰分（⑴4月から1月まで1食あたり10円、⑵2月から3月ま
で１食あたり小学生22円、中学生32円）を公費負担することで、学
校給食の質の維持及び保護者負担の軽減を図るもの。
②　需用費（賄材料費）
③⑴　４月から３月までの１食あたり補助
　　　補助額10円/食×児童11,554人×194.8日×喫食率96.15％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≒　21,641千円
　　　補助額10円/食×生徒 5,673人×190.9日×喫食率93.68％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≒　10,145千円
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　計　31,786千円
　⑵　２月から３月の１食あたり追加分
　　　補助額22円/食×児童11,554人×28日×喫食率96.15％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≒　6,844千円
　　  補助額32円/食×生徒  5,673人×28日×喫食率93.68％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≒　4,762千円
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　計　11,606千円
　
　⑶　賄材料費不足分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21,726千円
　⑴～⑶合計　65,118千円≒65,120千円
　　※教職員分は除く。給食日数は各学校の平均値
④　市立小中学校児童生徒　17,268人（R5.4.1学級推計）

－ － － － R5.4 R6.3 ・値上げ分補助率１００％ HP R5当初（地）

16 R4 単 ○ － 水道料金負
担軽減事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

エネルギー価格の高騰や食料品等の物
価高騰の影響が続く中、幅広く市民や事
業者に対して水道料金を軽減することに
より、家計の負担軽減による消費の下支
えや事業の安定継続に寄与することが
できる。特に、本市では、これまで事業
者を対象とした支援をを多く実施してお
り、今年度は、事業者支援に当たって
は、県と連動すべきもの、特に要望の強
いものに限定することとした。昨年度にも
上水道料金の軽減を行っているが、本
事業を実施することで、継続して広く市
民の生活を支援することができ、より効
果的と考える。

405,080 405,080 405,080 0

①コロナ禍において、物価上昇・原油価格の高騰により影響を受け
ている市民・事業者を幅広く支援するため、上水道契約のうち家庭
での契約が多い口径13mm栓の月額基本料金858円分を、4か月間
（1栓当たり858円×4か月＝3,432円)減額するもの
②水道料金の軽減に係る水道事業会計への繰出金
③
〇基本料金　上水道契約数117,723栓×3,432円（口径13mm基本
料金858円×4か月間）＝404,030千円
　軽減対象期間：令和5年10月検針から令和6年1月検針分
　検針月：10月（10月請求）、12月（12月請求）※各月2か月分請求
　　　　　　地区により11月（11月請求）、1月（1月請求）
〇事務費　システム改修費1,050千円
※万円単位で予算計上しているため、千円以下を端数処理します。
④一般家庭、事業所（公共施設を除く）
　　※　口径13mmの契約は全契約の92.1％

－ － － － R5.10 R6.1 対象とする契約への減額実施率
100％

HP R5補正（地）



17 R4 単 ○ －

下水道使用
料軽減事業
（重点交付
金分）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

エネルギー価格の高騰や食料品等の物
価高騰の影響が続く中、幅広く市民や事
業者に対して下水道使用料を軽減する
ことにより、家計の負担軽減による消費
の下支えや事業の安定継続に寄与する
ことができる。特に、本市では、これまで
事業者を対象とした支援をを多く実施し
ており、今年度は、事業者支援に当たっ
ては、県と連動すべきもの、特に要望の
強いものに限定することとした。昨年度
にも上水道料金の軽減を行っているが、
本事業を実施することで、継続して広く
市民の生活を支援することができ、より
効果的と考える。

296,700 296,700 296,700 0

①コロナ禍において、物価上昇・原油価格の高騰により影響を受け
ている市民・事業者をより幅広く支援するため、下水道使用者の月
額基本料金1,452円（松本地区下水道使用料基本料金相当額）分
を、4か月間（1栓当たり1,452円×4か月＝5,808円)減額するもの
②下水道使用料の軽減に係る下水道事業会計への繰出金
③
〇基本料金　下水道使用栓数110,754栓×1,452円（松本地区基本
料金相当額）×4か月間＝643,260千円
　軽減対象期間：令和5年10月検針から令和6年1月検針分
　検針月：10月（11月請求）、12月（1月請求）※各月2か月分請求
　　　　　　地区により11月（12月請求）、1月（2月請求）
〇事務費　システム改修費 1,730千円
（うち重点交付金分296,700千円）
④一般家庭、事業所（公共施設を除く）

－ － － － R5.11 R6.2 対象とする契約への減額実施率
100％

HP R5補正（地）

18 R4 単 ○ －

下水道使用
料軽減事業
（通常交付
金分）
（No.17と同
事業）

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 348,290 348,290 348,290 0

※No.17を分割
①コロナ禍における物価上昇・原油価格の高騰により影響を受けて
いる市民・事業者をより幅広く支援するため、下水道使用者の月額
基本料金1,452円（松本地区下水道使用料基本料金相当額）分を、
4か月間（1栓当たり1,452円×4か月＝5,808円)減額するもの
②下水道使用料の軽減に係る下水道事業会計への繰出金
③
〇基本料金　下水道使用栓数110,754栓×1,452円（松本地区基本
料金相当額）×4か月間＝643,260千円
　軽減対象期間：令和5年10月検針から令和6年1月検針分
　検針月：10月（11月請求）、12月（1月請求）※各月2か月分請求
　　　　　　地区により11月（12月請求）、1月（2月請求）
〇事務費　システム改修費 1,730千円
（うち通常交付金分348,290千円）
④一般家庭、事業所（公共施設を除く）

－ － － － R5.10 R6.1 対象とする契約への減額実施率
100％

HP R5補正（地）

19 R4 単 ○ －

合併処理浄
化槽使用料
軽減事業
（一般会計）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

エネルギー価格の高騰や食料品等の物
価高騰の影響が続く中、幅広く市民や事
業者に対して使用料を軽減することによ
り、家計の負担軽減による消費の下支
えや事業の安定継続に寄与することが
できる。特に、本市では、これまで事業
者を対象とした支援をを多く実施してお
り、今年度は、事業者支援に当たって
は、県と連動すべきもの、特に要望の強
いものに限定することとした。昨年度にも
上水道料金の軽減を行っているが、本
事業を実施することで、継続して広く市
民の生活を支援することができ、より効
果的と考える。

200 200 200 0

①コロナ禍において、物価上昇・原油価格の高騰により影響を受け
ている市民・事業者を幅広く支援するため、浄化施設使用料を4か
月間減額するもの
②四賀第2・第3浄化施設使用料（歳入の減）
③軽減額：一律1か月　1,452円
　1,452円×4か月×33件≒200千円
　軽減対象期間：令和5年11月検針から令和6年1月検針分
　検針月：11月（1月請求）、1月（3月請求）※各月2か月分請求
　減免額　　　　　200千円
④四賀第2・第3浄化施設使用者

－ － － － R6.1 R6.3 対象とする契約への減額実施率
100％

HP R5補正（地）

20 R4 単 ○ －

合併処理浄
化槽使用料
軽減事業
（地域排水
施設事業特
別会計）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

エネルギー価格の高騰や食料品等の物
価高騰の影響が続く中、幅広く市民や事
業者に対して使用料を軽減することによ
り、家計の負担軽減による消費の下支
えや事業の安定継続に寄与することが
できる。特に、本市では、これまで事業
者を対象とした支援をを多く実施してお
り、今年度は、事業者支援に当たって
は、県と連動すべきもの、特に要望の強
いものに限定することとした。昨年度にも
上水道料金の軽減を行っているが、本
事業を実施することで、継続して広く市
民の生活を支援することができ、より効
果的と考える。

5,990 5,990 5,990 0

①コロナ禍において、物価上昇・原油価格の高騰により影響を受け
ている市民・事業者を幅広く支援するため、浄化槽設使用料を4か
月間減額するもの
②使用料の軽減に係る地域排水施設事業特別会計への繰出金
③軽減額：一律1か月　1,452円
　軽減対象期間：令和5年12月から令和6年3月分（同月請求）
　10人槽以下　1,452円×4か月× 1,022基＝　5,935,776円
　15人槽　　　1,452円×4か月× 　　3基＝　   17,424円
　20人槽　　　1,452円×4か月× 　　1基＝　    5,808円
　途中開始　　1,452円×4か月×     5基＝ 　  29,040円
　　　　　　　　　　       　減免額合計　　5,988,048円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≒ 5,990千円
④四賀地区市町村設置型戸別合併処理浄化槽使用者

－ － － － R5.12 R6.3 対象とする契約への減額実施率
100％

HP R5補正（地）

21 R4 単 ○ －

農業集落排
水使用料軽
減事業（農
業集落排水
事業特別会
計）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

エネルギー価格の高騰や食料品等の物
価高騰の影響が続く中、幅広く市民や事
業者に対して使用料を軽減することによ
り、家計の負担軽減による消費の下支
えや事業の安定継続に寄与することが
できる。特に、本市では、これまで事業
者を対象とした支援をを多く実施してお
り、今年度は、事業者支援に当たって
は、県と連動すべきもの、特に要望の強
いものに限定することとした。昨年度にも
上水道料金の軽減を行っているが、本
事業を実施することで、継続して広く市
民の生活を支援することができ、より効
果的と考える。

2,180 2,180 2,180 0

①コロナ禍において、物価上昇等により影響を受けている安曇地区
の農業集落排水施設利用者を支援するため、農業集落排水処理
施設使用料金を4か月間減額するもの
②使用料金の軽減に係る農業集落排水事業特別会計への繰出金
③
〇軽減額：一律1か月　1,452円
　契約者数　314戸×1,452円×4か月＝1,823,712円
　軽減対象期間：令和5年11月検針から令和6年1月検針分
　検針月：11月（12月請求）、1月（2月請求）※各月2か月分請求
〇事務費　システム改修費350千円
計2,173,712円≒2,180千円
④安曇地区の農業集落排水処理施設利用者

－ － － － R5.12 R6.2 対象とする契約への減額実施率
100％

ＨＰ R5補正（地）


